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第６次焼津市総合計画第２期基本計画策定体制

総合計画等審議会

市　長 市議会

●アンケート調査

●関係団体ヒアリング

●パブリックコメント

行政経営会議

（市長、副市長、教育長、

病院事業管理者、関係部長）

調整

調整・取りまとめ 調整・取りまとめ

意見

参加・調整

情
報

共
有

情報共有

情報共有

報告・説明

答申諮問

施策課長会議

（施策主管課長、関係課長）

事務局

（行政経営部　政策企画課）

総合計画策定市民会議

（公募市民委員）

市
民
参
加

庁
内
策
定
体
制
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焼津市総合計画等審議会委員名簿

職務 委員氏名 所属・役職等

会　長 井 柳 　 美 紀 静岡大学人文社会科学部法学科教授

副会長 鈴 木 　 政 史 静岡福祉大学社会福祉学部健康福祉学科准教授

委　員 岩 﨑 　 四 郎 焼津市自治会連合会会長

委　員 河 江 　 富 男 焼津市教育委員

委　員 澤 田 　 俊 二 大井川農業協同組合焼津統括支店長

委　員 白石　一二朗 焼津漁業協同組合経理部参与兼部長

委　員 髙 松 　 浩 美 焼津市社会福祉協議会地域づくり課長

委　員 多々良　尊子 焼津市環境審議会委員

委　員 原口　佐知子 まちづくりファシリテーター Musubi代表

委　員 村 松 　 文 次 焼津商工会議所事務局長

委　員 篠 宮 　 悟 市民公募

委　員 清 水 　 敬 明 市民公募

委　員 鈴 木 　 翔 太 市民公募

委　員 関 　 富 美 子 市民公募

委　員 林 　 紘 一 朗 市民公募

焼津市総合計画等審議会の概要

　審議会は市長の諮問機関として、学識経験者、市内の各種団体の代表者等及び公募市民で構成されました。

審議会では、市長から諮問された「第６次焼津市総合計画基本構想に基づく第２期基本計画の策定に関すること」

について、様々な見地から検討を行い、市長に対して答申しました。

開催年月日 主な内容

第１回 令和３年４月26日

● 委嘱状の交付

● 第６次焼津市総合計画第２期基本計画の諮問

● 議題

 ・ 第２期基本計画の策定方針、策定体制、策定スケジュールについて

 ・ 第１期基本計画の振り返りについて

 ・ 新型コロナウイルス感染症にかかるアンケート結果について

 ・ 第２期基本計画の施策体系（案）について

第5回 令和３年11月15日

● 議題

 ・ パブリックコメント結果について

 ・ 第２期基本計画（最終案）について

 ・ 答申（案）について

● 第６次焼津市総合計画第２期基本計画の答申

第２回 令和３年７月12日

● 議題

 ・ 第１期基本計画の振り返りについて

 ・ 第２期基本計画の政策・施策体系（案）について

第3回 令和３年８月５日

● 議題

 ・ 市民会議について（中間報告）

 ・ 第２期基本計画（案）について（施策）

第4回 令和３年８月30日

● 議題

 ・ 第２期基本計画（案）について（総論）

 ・ 第２期基本計画（案）について（施策）
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答申

令和３年11月15日

焼津市長　中野弘道　様

第６次焼津市総合計画第２期基本計画について（答申）

焼津市総合計画等審議会

会 長　井柳　美紀

　令和３年４月26日付け焼21‐28号により諮問があったこのことについては、本

審議会において慎重に審議を重ねた結果、その内容を妥当なものと認め、下記の意

見を添えて答申します。

１　コロナ禍により、社会の価値観やあり方に大きな変化が生じ、今後の予測が難

しい時代を迎える中、行政においては、時代の潮流を的確に捉え、これまでのやり

方にとらわれない新しい発想を持ち、柔軟で迅速な行政運営に努めてください。

２　本計画では、市民ニーズの多様化や地域課題が複雑化する中、「新たな日常への

転換」、「ＤＸの推進」、「人口減少対策」、「SDGsの推進」の４つの施策横断的視点

を取り込むとともに、人生100年時代を見据えた生きがいづくりや施策全般にお

いてデジタル化を推進するなど、先を見据えた計画になっていると考えます。本計

画の着実な推進に向け、様々な分野が横断的に連携し、事業を展開してください。

　

３　本計画の効果的な推進にあたっては、進捗状況を市民と共有し、市民との対話

を大切にしながら、計画の進行管理を適切に実施してください。実効性を高める

ため、必要に応じて適宜計画の変更を行うなど、柔軟な計画の運用に取り組んで

ください。

４　将来都市像の実現に向け、市民と行政がそれぞれの役割と責任を分担し、相互

に補完し合うことが重要です。様々な機会や手段を通じて、市民にわかりやすく

計画の趣旨や内容を積極的に周知し、地域の力の向上を引き続き図り、持続可能

なまちづくりに取り組んでください。

以上

記

諮問

焼　21 －　28　号

令和３年４月26日
焼津市総合計画等審議会　会長　様

第６次焼津市総合計画第２期基本計画の策定について（諮問）

焼津市長　中野弘道

　焼津市総合計画等審議会条例（昭和51年３月30日条例第３号）第２条の規定により、

第６次焼津市総合計画について、下記のとおり諮問します。

１　第６次焼津市総合計画基本構想に基づく第２期基本計画策定に関すること

記
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第６次焼津市総合計画第２期基本計画策定市民会議委員名簿

グループ 氏　名担当分野

グループ１

近 藤 　 征 夫

竹 本   久 美

保 科 　 洋 子

山 田 　 節 子

渡 辺 　 清 德

健康・医療・福祉

グループ2

今井　将太郎

大橋　いつ乃

鈴木　銀次郎

平 田 　 高 弘

𠮷田　惠美子

子育て・教育

グループ3

大 畑 　 愛

亀 山 　 春 生

鈴 木 　 美 喜

花 田 　 光 陽

増 田 　 昌 江

生きがい・文化・スポーツ

グループ4

竹 田 　 涼 馬

兵庫　のり子

松 村 　 龍

村 田 　 收

栁 田 　 由 樹

産業・観光

グループ5

秋 田 　 晴 夫

岩 田 　 和 味

鈴 木 　 行 宏

入 場 　 誠

中 野 　 裕 乃

増 田 　 篤 生

防災・都市・環境

グループ6

尾 上 　 茜

北 畠 　 正 彦

松 本 　 昇

藪 内 　 友 美

市民協働・ＤＸ・行政運営

第６次焼津市総合計画第２期基本計画策定市民会議の概要

　市民会議は、公募で集まった市民30人と庁内の施策主管課長で構成された会議で、「施策が目指す姿」や「市

民の役割」等について意見を出し合い、集約し、第２期基本計画（案）を策定しました。

開催年月日 主な内容

事前

説明会
令和３年４月18日

● 全体説明

 ・ 総合計画の概要について

 ・ 焼津市総合計画策定市民会議及び委員の役割について

 ・ 今後のスケジュールについて

第１回

【書面開催】
令和３年５月16日

● 書面説明

 ・ 新型コロナウイルス感染症にかかるアンケート結果について

● 課題提出

 ・「施策が目指す姿検討シート」（書面）に各自で記入し提出

第２回 令和３年６月27日

● 全体説明

 ・ 第２期基本計画施策体系（案）について

● グループワーク

 ・「施策が目指す姿」の検討

第3回 令和３年７月18日

● グループワーク

 ・「施策が目指す姿」の確認

 ・「市民の役割」の検討

● 検討内容の発表

第4回 令和３年12月12日

● 全体説明

 ・ 第２期基本計画（総論）の説明

● グループワーク

 ・ 第２期基本計画（施策）の説明

 ・「市民の役割を展開するためにできること」の検討

● 検討内容の発表
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パブリックコメントの募集

　第２期基本計画策定にあたり、第２期基本計画（案）について、広く市民の意見を募集しました。

議会

　第２期基本計画の策定方針及び計画（案）について、市議会全員協議会にて報告・説明を行いました。

実施期間 令和３年10月４日～ 10月29日

提出者数 ４人

意見総数 ５件

期間中のホームページアクセス数 568件

課長会議

庁内会議

開催年月日 内容

・第２期基本計画の策定の進め方について

・第２期基本計画の施策体系（案）について
2 令和３年４月８日

・第２期基本計画の策定方針について

・第１期基本計画の振り返りについて
1 令和３年1月27日

・市民会議の進め方について3 令和３年５月11日

・第２期基本計画（案）の事務局によるヒアリング4 令和３年６月２日～７日

・第２期基本計画（案）の検討5 令和３年８月10日

行政経営会議

開催年月日 内容

・第２期基本計画の策定方針の決定1 令和２年11月２日

・第２期基本計画の策定の進め方について2 令和３年４月６日

・第２期基本計画の施策体系・計画（案）の検討3 令和３年６月23日

・第２期基本計画（案）の検討4 令和３年７月27日

・第２期基本計画（案）の検討5 令和３年９月16日

・第２期基本計画（最終案）の決定6 令和３年11月４日

焼津市総合計画に関する市民意識調査（アンケート調査）

概要

市民意識調査等

第６次焼津市総合計画に掲載している施策の成果を把握することにより、今後の施策の

検討資料とすることを目的に実施

実施期間 令和３年１月12日～２月５日

対象 焼津市内に住所を有する18歳以上の方3,000人（無作為抽出）

回収数（率） 1,907通(63.6％)

新型コロナウイルス感染症に関するアンケート調査

概要
新型コロナウイルス感染症の拡大が市民生活にどのような影響を与えているのか等を

把握することを目的に実施

実施期間 令和３年１月25日～２月８日

対象 焼津市内に住所を有する18歳以上の方2,000人（無作為抽出）

回収数（率） 1,503通(75.2％)

関係団体ヒアリング

概要
市内の団体における新型コロナウイルス感染症の影響を含む現状や課題、運営課題等を

的確に捉えることを目的に実施

実施期間 令和３年３月～８月

対象 市内11団体

分野・団体

医療 焼津市医師会

健康・福祉 高齢者ふれあいサロン

焼津市 PTA連絡協議会

子ども・教育 焼津市私立幼稚園協会

焼津市保育園協会

芸術文化 焼津市文化連盟

スポーツ 焼津市スポーツ協会

産業
焼津商工会議所

大井川商工会

観光 焼津市観光協会

環境 焼津市環境審議会委員・焼津市環境市民会議委員

開催年月日

第２期基本計画の策定方針について1 令和２年12月21日

第２期基本計画（案）について2 令和３年９月27日

内容

※その他、分野別課長会議を随時開催
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成果指標一覧

総合計画市民アンケート
自分自身が心身ともに健康だと

思う割合

増加

（R7年度）

74.6％

（R2年度）

「静岡県人口動態統計（死亡）」による

（静岡県）

生活習慣病による死亡者数

（75歳未満）

減少

（R5年）

279人

（H30年）

総合計画市民アンケート
安心して産み育てることができると思ってい

る人の割合（高校生以下の子どもがいる世帯）

77.0％

（R7年度）

76.7％

（R2年度）

ターントクルこども館ボランティア・ファ

ミサポ提供会員の合計  （子育て支援課）
子育てを支える市民人材登録者数

550人

（R7年度）

239人

（R2年度）

目標値

（R7）

基準値

（R2）

指標の算定方法

（出典元）
成果指標名

施策1-1　健康で豊かな暮らしの実現

総合計画市民アンケート生きがいを感じている市民の割合
増加

（R7年度）

67.5%

（R2年度）

各施設の合計　（各施設所管課）
公民館・図書館・天文科学館・こど

も館の利用者数

929,000人

（R7年度）

565,212人

（R2年度）

目標値

（R7）

基準値

（R2）

指標の算定方法

（出典元）
成果指標名

施策3-1　生きがいづくりの推進

総合計画市民アンケート芸術文化活動を実施した市民の割合
増加

（R7年度）

18.6％

（R2年度）

開催した講座・イベントの合計

（文化振興課）

文化財を活用した講座や

イベントの件数

41件

（R7年度）

26件

（R2年度）

実績値　（市内水産加工組合）水産加工品生産量（節・ねり製品）
19,000 トン

（R7年度）

17,077トン

（R2年度）

施策3-2　芸術文化の振興と歴史・伝統文化の継承

総合計画市民アンケート
週１回以上スポーツを実施する人の

割合

増加

（R7年度）

45.9％

（R2年度）

各スポーツ施設利用者の合計

（スポーツ課）
スポーツ施設利用者数

480,000人

（R7年度）

358,633人

（R2年度）

施策3-3　スポーツの振興

焼津港・小川港の年間水揚数量の合計

（焼津漁業協同組合・小川漁業協同組合）
年間水揚数量

160,000 トン

（R7年度）

153,760トン

（R2年度）

施策4-1　水産業の振興

市町村別農業産出額（推計）

（農林水産省）
農業生産額

増加

（R6年）

35.6億円

（R1年）

認定農業者（ＯＢ含む）・認定新規就

農者の合計　（農政課）
担い手農業者数

105人

（R7年度）

100人

（R2年度）

施策4-2　農業の振興

工業統計調査による　（経済産業省）製造品出荷額等
6,300億円

（R6年）

6,240億円

（R1年）

「しずおかけんの地域経済計算」による

（静岡県）

市内総生産 (製造業・建設業・小売業・

サービス業等)

5,000億円

（R5年度）

4,927億円

（H30年度）

施策4-3　商工業の振興

障害者手帳所有者のうちサービスの

利用者　（地域福祉課）

障害者自立支援給付サービス利用に

より自立している人の割合

14.5％

（R7年度）

13.0％

（R2年度）

相談者のうちサービス利用により生活

保護に至らなかった割合　（地域福祉課）

生活困窮者自立支援事業のサービス活用

により自立生活を継続できた人の割合

増加

（R7年度）

93.9％

（R2年度）

施策1-4　共に生きる社会の推進

施策2-1　みんなで支える子育て環境の充実

75 ～ 79歳の介護保険認定者の割合

（介護保険課）

高齢者数に対する介護保険認定者の

割合（75歳から79歳）

減少

（R7年度）

11.8 %
（R2年度）

住民主体の通いの場（居場所、サロン、ミニ

デイ、体操教室等）の数（地域包括ケア推進課）
市内の通いの場の数

236箇所

（R7年度）

166箇所

（R2年度）

施策1-3　すこやか長寿社会の推進

総合計画市民アンケート

焼津市の医療体制が整っていると

思っている人の割合

増加

（R7年度）

53.9％

（R2年度）

かかりつけ医を持っている市民の割

合（40歳以上）

増加

（R7年度）

70.0％

（R2年度）

施策1-2　安心で良質な医療の提供

「生活や学習に関するアンケート

（小５・中２対象）」　（学校教育課）

授業に一生懸命取り組んでいる児童・

生徒の割合

90％

（R7年度）

89.2％

（R3年度）

失敗を恐れず、挑戦するようにして

いる児童・生徒の割合

80％

（R7年度）

66.9％

（R3年度）

施策2-2　学校教育の充実

80 81
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成果指標一覧

市内事業者への調査

（観光交流課）

観光交流客数
400万人

（R7年度）

138万人

（R2年度）

宿泊客数
44万人

（R7年度）

23.5万人

（R2年度）

目標値

（R7）

基準値

（R2）

指標の算定方法

（出典元）
成果指標名

目標値

（R7）

基準値

（R2）

指標の算定方法

（出典元）
成果指標名

施策4-4　観光交流の推進

総合計画市民アンケート

災害への備えに満足している人の割合
増加

（R7年度）

36.6％

（R2年度）

交通の便に満足している人の割合
増加

（R7年度）

39.6％

（R2年度）

施策5-2　暮らしを守り支える社会基盤の充実

総合計画市民アンケート

暮らしやすいと感じている人の割合
増加

（R7年度）

68.5％

（R2年度）

住環境に満足している人の割合
増加

（R7年度）

61.4％

（R2年度）

施策5-3　良好な住環境の実現

ハローワーク焼津管内の４月～３月の

有効求人倍率の平均値   （静岡労働局）
有効求人倍率(年度平均)

1.00倍

（R7年度）

0.72倍

（R2年度）

企業立地に係る補助金の支給対象企

業数の累計　（商工課）
企業立地件数（累計）

30件

（R3-R6年度累計）

25件

（H29-R2年度累計）

施策4-5　雇用・就労環境の充実

総合計画市民アンケート災害への備えをしている市民の割合
増加

（R7年度）

44.1％

（R2年度）

１月～12月までの市内の人身交通事

故件数　（焼津警察署）
人身交通事故件数

減少

（R7年）

914件

（H30-R2年平均値）

１月～12月までの市内の犯罪件数

（焼津警察署）
犯罪件数(刑法犯認知件数)

減少

（R7年）

572件

（H30-R2年平均値）

施策5-1　安全安心な暮らしの推進

総合計画市民アンケート
自然環境の豊かさに満足している人

の割合

増加

（R7年度）

72.1％

（R2年度）

H25年度比で削減した温室効果ガス

排出量の率　（環境課）

温室効果ガス排出削減量

(基準：H25年度)

15.3％

（R5年度）

10.4％

（H30年度）

４月～３月の焼津市内の家庭系燃やす

ごみの排出量　（志太広域事務組合）
家庭系燃やすごみの排出量

22,847トン 

（R7年度）

24,282トン 

（R2年度）

施策5-4　環境にやさしい持続可能な社会の推進

市民・事業者のオンラインによる行

政手続き利用件数  （デジタル戦略課）
オンライン行政手続き利用件数

7,000件

（R7年度）

86件

（R2年度）

焼津市LINE公式アカウントの登録

者数　（シティセールス課）

焼津市 LINE公式アカウントの

登録者数

100,000人

（R7年度）

14,996人

（R2年度）

官民連携によりデータ活用した取組

事業数　（デジタル戦略課）

官民連携によるデータを活用した取

組事業数

７事業

（R7年度）

２事業

（R2年度）

施策6-2　ＤＸの推進と情報発信の充実

財政状況を客観的に表す健全化判断

比率　（財政課）
健全化判断比率

早期健全化

基準範囲内

（R6年度）

早期健全化

基準範囲内

（R1年度）

総合計画の施策の成果指標のうち年度

毎の目標を達成した割合 （政策企画課）

総合計画における目標を達成した施

策成果指標の割合

75％以上

（R7年度）
-

施策6-3　健全で効果的な行政運営

総合計画市民アンケート

まわりに認められ尊重されていると

思う人の割合

増加

（R7年度）

49.2％

（R2年度）

まちづくり活動（NPOやボランティ

ア活動）に参加したいと思う人の割合

増加

（R7年度）

51.6％

（R2年度）

施策6-1　互いに認め合う共創社会の推進

82 83
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青色防犯パトロール

警察から自主防犯パトロールを適正に行うことがで

きると認定された団体が、自動車に青色回転灯を装

備し、自主防犯パトロールを行うこと。

アフターコロナ

新型コロナウイルス感染症が終息したコロナ後の世

界・社会。

新たな日常

新型コロナウイルス感染防止の３つの基本である①

身体的距離の確保　②マスクの着用　③手洗いの実

施や「３密（密閉、密集、密接）」の回避などを取り入

れた日常生活。

イノベーション

新しい物事の創造により社会に新たな価値をもたら

すもの。

インバウンド

日本を訪れる外国人旅行。

ウィズコロナ

新型コロナウイルス感染症と共存・共生していく世

界・社会。

オープンデータ

国、地方公共団体及び事業者が保有するデータのう

ち、いくつかの利用条件のもとで国民誰もがイン

ターネットなどを通じて容易に利用できるように公

開されたデータ。

温室効果ガス

大気圏にあって、地表から放射された赤外線を一部

吸収し、エネルギーを保持することにより地球に温

室効果をもたらす気体の総称。物質としては、二酸

化炭素、メタン、一酸化二窒素（亜酸化窒素）、ハイ

ドロフルオロカーボン類等がある。

あ行

学芸員

博物館等で資料の収集、保管、展示及び調査研究な

どに従事する専門的技術を得た人。

健全化判断比率

地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早

期健全化や再生の必要性を判断するためのものとし

て「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」で

定められた、①「実質赤字比率」（一般会計等に生じて

いる赤字の大きさを、財政規模に対する割合で表し

たもの）、②「連結実質赤字比率」（公立病院や下水道

など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生

じている赤字の大きさを、財政規模に対する割合で

表したもの）、③「実質公債費比率」（地方公共団体の

借入金の返済額の大きさを、財政規模に対する割合

で表したもの）、④「将来負担比率」（地方公共団体の

借入金等現在抱えている負債の大きさを、財政規模

に対する割合で表したもの）の４つの財政指標。

住宅ストック

市内の戸建て住宅やアパート・マンション等のすべ

ての既存住宅。

小１サポーター

小学校１年生が、小学校の生活や学習に適応できる

よう、学級担任と連携して支援する人。

障害者自立支援給付サービス

「障害者総合支援法」に基づく、障害のある人の地域

生活の充実、就労による自立などを一元的に支援す

るサービス。

スマート農業

ロボット技術や情報通信技術(ＩＣＴ)を活用して、

省力化・精密化や高品質生産を実現する等を推進し

ている新たな農業。

生活困窮者自立支援事業

「生活困窮者自立支援法」に基づき、生活保護に至る

前あるいは保護からの自立段階での自立支援の強化

を図る取組。

成年後見制度

認知症高齢者や知的障害のある人、精神障害のある

人などの判断能力が十分でない人に対して、代理権

などを付与された後見人が、本人の意思を尊重しつ

つ本人を保護（財産管理や身上監護）する制度。

生物多様性

遺伝子・生物種・生態系それぞれのレベルで多様な

生物が存在していること。

ゼロカーボンシティ

2050年までに二酸化炭素（温室効果ガス）排出量を

実質ゼロにすることを目指すことを首長が公表した

地方公共団体。

初期救急医療

入院や手術の必要がなく、帰宅可能な軽症患者に対

して行う救急医療。
公共施設マネジメント

公共施設の老朽化に伴う費用の増加や人口減少、少

子高齢化、市民ニーズの変化など、公共施設を取り

巻く環境の変化や課題に対応し、将来にわたり持続

可能な行財政運営を進めるために公共施設を適切か

つ総合的、計画的に管理運営していくための取組。

公助

行政や公共機関が担う役割や備え。

既存ストック

今まで整備されてきた道路、公園、下水道などの都

市基盤施設や住宅、商業施設、業務施設、工業施設な

どのこと。

機能別消防団

消防団の活動を補完することを目的として、地域や

時間帯を限定したり特定の災害時にのみ活動する消

防団。

共助

自分たちの地域・社会の被害を減らし、自分たちで

守るための行動や備え。

クラウドファンディング

クラウドファンディング（crowdfunding）とは、群

衆（crowd）と資金調達（funding）を組み合わせた

造語で、インターネットを介して不特定多数の人々

から少額ずつ資金を調達すること。

合同部活動

単独の学校では部活動の継続が困難な場合など、近

隣の学校と合同で運動部を組織し部活動を行うこと。

コミュニティスクール

学校・家庭・地域が力を合わせて学校の運営に取り

組む仕組みである「学校運営協議会」を設置した学校。

合計特殊出生率

15 ～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。

ケアマネジャー（介護支援専門員）

介護保険制度における要介護者・要支援者の身近な

相談窓口として、介護等を必要とする人がその心身

の状況や環境、本人や家族の希望などに応じた適切

なサービスを受けられるように介護サービス計画

（ケアプラン）を作成するとともに、サービス事業者

等との結びつけや関係機関（市町村、病院など）との

連絡調整等を行う専門職。

企業版ふるさと納税

正式な名称は「地方創生応援税制」といい、自治体の

実施する「まち・ひと・しごと創生寄附活用事業」に

企業が寄附をすると、税額控除される仕組み。

か行

自助

自分や家族の命・財産を、自分で守るための行動や

備え。

さ行

用語解説

84 85
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体験型観光

特定の地域でしか体験できない要素を取り入れた観

光の形態。

第２期焼津未来創生総合戦略

焼津市の人口の現状と将来の姿を踏まえ、人口減少

を克服し、「活気ある焼津」を創出するための５か年

の政策目標・施策を示す戦略。

多文化共生

国籍や民族などの異なる人々が、互いに文化的違い

を認め合い対等な関係を築こうとしながら、地域社

会の構成員として共に生きていくこと。

男女共同参画社会

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に

よって社会のあらゆる分野における活動に参画する

機会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、共に責任

を担うべき社会。

地域部活動

学校の管理外で地域の活動として行う部活動。

地域ささえあい協議体

自治会町内会等の地縁組織、ボランティア、民生委員

等の多様な主体がメンバーとなり、誰もがいくつに

なっても住み慣れた地域で暮らしていけるよう、そ

の地域にある「困りごと」を調べ、どのような住民同

士の支え合い活動があるといいのか話し合う地域づ

くりの場。

地域共生社会

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」と

いう関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我

が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野

を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとり

の暮らしと生きがい、地域を共に創っていく社会。

た行

ハザードマップ

自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する目

的で、被災想定区域や避難場所・避難経路などの防

災関係施設の位置などを表示した地図。

複業

働き方が多様化するなかで、自身のビジネススキル

を活かし、複数の本業に並行して取り組むこと。

パリ協定

2015年12 月、国連気候変動枠組み条約第21 回締

約国会議（ＣＯＰ21）で採択された、2020年以降の

温室効果ガス排出削減等のための新たな国際枠組

み。2016年11月発効。

ブックスタート

０歳児からの本との出会いや絵本を通した親子の心

のふれあいを提唱するため、６～７か月児相談で、

すべての赤ちゃんに絵本をプレゼントする活動。

病診・病病連携

病診連携とは、地域医療等において、病院と地域内

の診療所、それぞれが役割・機能を分担して連携す

ること。必要に応じ、患者を診療所から専門医や医

療設備の充実した病院に紹介し、高度な検査や治療

を提供する。快方に向かった患者は元の診療所で診

療を継続する仕組み。病病連携とは、病院同士で、そ

れぞれの特長を活かした役割分担をして、一人ひと

りの患者にふさわしい医療を行うこと。

は行

二次救急医療

入院治療や手術を要する重症患者に対し、救急患者

の受け入れが24時間体制で整っている医療。また、

二次救急まででは対応できない重篤な疾患や多発外

傷に対する医療のことを三次医療という。

な行地域包括支援センター

地域住民の心身の健康保持や生活の安定、保健・医

療・福祉の向上のために、必要な支援を包括的に担

う地域の中核機関。高齢者への総合的な生活支援の

窓口となっている。

適応指導教室

学校に行きたいという思いを持ちながらも登校でき

ない児童生徒に、集団生活への適応、情緒の安定、基

礎学力の補充、基本的生活習慣の改善等を促すため

の支援や助言を行い、社会的自立や学校復帰を目的

とし、教育委員会で設置する教室。

デジタルマーケティング

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した販売促進やＰＲ手

法。ポイントカードやアプリでの購買履歴、ＥＣサイ

トやWebサイトでの行動履歴など、多種多様なメ

ディア・チャネル・デジタル技術を有効に組み合わ

せ、「お客様の行動」をデータとして蓄積、活用する

ことでマーケティングを高度化する技術。

出前講座

市民が市政に関する理解を深め、協働のまちづくり

を目指すことを目的に、市民のもとへ職員が出向き、

行政の取組の周知や職員の専門知識を生かして開催

する講座。

デマンド型乗合タクシー

自宅等から目的地への送迎を行うタクシーに準じた

利便性と乗合・低料金というバスに準じた特徴を兼

ね備えた移動サービス。タクシー車両を利用し、予

約に応じて運用するもの。

テレワーク

ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した、場所や時間に捉

われない柔軟な働き方。

トリム大会

トリムとは、健康・運動・休養がバランスよく行わ

れることで、焼津市では焼津の豊かな自然を満喫し

ながら自分のペースで歩く市民トリム大会を実施し

ている。

担い手農業者

農業経営を発展させていこうとする意欲がある農業

者で、認定農業者や認定新規就農者などのこと。

認定農業者

「農業経営基盤強化促進法」に基づき、農業経営を発

展させていこうとする意欲がある農業者で、農業経

営改善計画の市町村の認定を受けた農業経営者・農

業生産法人。

農業支援センター

農業にかかる総合相談窓口で、農地の集積・集約や

有効利用に関する業務、新たな担い手を確保・育成

するため新規就農希望者の相談や研修制度の紹介等

を行う。

フレイル

加齢により筋力、認知機能、社会とのつながり等の

心身の機能が低下した状態を表す日本老年医学会が

提唱した概念。「虚弱」を意味する英語「frailty」が語

源。要介護状態に至る前段階として位置付けられ、

心と体の働きが弱くなってきた状態を早期に気づ

き、防止することが重要とされている。

ポートセールス

船舶や貨物の誘致のため、船社や荷主等に当該港湾

を利用する利点の説明を行い、あわせて利用者の需

要を把握し、施設整備や管理運営の改善に反映させ

ていくもの。

放課後児童クラブ

就労等で昼間、保護者がいない家庭の小学生を対象

に、放課後や長期休暇中に適切な生活や遊びの場を

提供して、子どもの健全育成を図る事業。

防災インフラ

自然災害等による被害を防止・軽減するために必要

な社会基盤。

用語解説
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焼津おとな倶楽部

おおむね50歳以上の世代の趣味づくりの場のこと。

「趣味づくり」や「仲間づくり」、「健康維持」等に関

する参加機会を提供している。

焼津ころばん体操

高齢者の介護予防（健康維持、転倒予防）のために必

要な筋力や体の動きを向上させる体操と、口腔や認知

症予防の体操をバランスよく取り入れたご当地体操。

焼津市自治基本条例

未来を担う子どもたちが健やかに成長でき、誰もが

いつまでも住み続けたいと思えるまちにしていくた

めに、市民・議会・行政の役割やルールを定めた市

の条例。2014年（平成26年）10月１日施行。

やいづ防災メール

災害に関する情報や同報無線の放送内容を、あらかじ

め登録している人に電子メールで配信するサービス。

有効求人倍率

有効求職者数に対する有効求人数の割合。

や行

ワンストップ窓口

複数の手続きや相談における窓口を一箇所に集約

し、一つの窓口で手続きを完結させる取組。

ＥＣサイト

Electronic Commerce（エレクトロニック コマー

ス）サイトの略。インターネット上で買い物ができ

るWeb サイト。

ＨＡＣＣＰ

Hazard Analysis and Critical Control Point（ハ

ザード アナラシス アンド クリティカル コントロー

ル ポイント）の略。原材料の受入れから製品の出荷

までの工程ごとに、食中毒菌による汚染や異物の混

入などの危害を予測したうえで、特に重要な工程を

継続的に監視し、記録することで、製品の安全性を

確保しようとする衛生管理の手法。

わ行

Ｄ Ｘ

Digital Transformation（デジタル トランスフォー

メーション）の略。広義ではＩＣＴ技術を浸透させ

ることで、人々の生活をあらゆる面でより良いもの

へと変革させるという概念。主にビジネスの世界を

対象とした狭義では「企業がビジネス環境の激しい

変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、

顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジ

ネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、

組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の

優位性を確立すること」を意味する。

アルファベット行

ライフステージ

人生の各段階。一般的には、乳幼児期、学童期、青年

期、壮年期、高齢期などに分けられる。

立地適正化計画

人口減少や少子高齢化が進むなか都市の持続性を維

持するため、日常生活に必要となる医療、福祉、商業

施設などを集めた区域や住みやすい区域への居住を

緩やかに誘導し、さらに区域間を利便性の高い公共

交通ネットワークで連携させた集約型の新たなまち

づくりを目指した計画。

ら行

療育手帳

児童相談所又は知的障害者更生相談所において、知

的障害があると判定された人に交付される手帳。

６次産業化

１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製

造業、３次産業としての小売業等の事業との総合的

かつ一体的な推進を図り、農山漁村の豊かな地域資

源を活用した新たな付加価値を生み出す取組。

ＩＣＴ

Information and Communication Technology

(インフォメーション アンド コミュニケーション 

テクノロジー )の略。情報コミュニケーション技術、

情報通信技術と訳される。教育場面においては、電

子教材を活用した授業の実践やコンピュータによる

情報管理等が考えられる。

ＩｏＴ
アイオーティー

Internet of Things（インターネット オブ シング

ス）の略。コンピュータなどの情報・通信機器だけ

でなく、世の中に存在する様々な物体（モノ）に通信

機能を持たせ、インターネットに接続し、相互に通

信することにより、自動認識や自動制御、遠隔計測

などを行うこと。

Society5.0

狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工

業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、

新たな社会を目指すもので、第５期科学技術基本計

画において国が目指すべき未来社会の姿として提唱

しているサーバー空間（仮想空間）とフィジカル空

間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより

経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の

社会のこと。

ＵＩＪターン

イーシー

ハサップ

ディーエックス

アイシーティー

ソサイエティー

ユーアイジェイ

ＵＩＪターンとは、ＵターンとＩターン、Ｊターンを

併せた言葉。

Ｕターンとは、都市圏以外の地方などで生まれ育っ

た人が、都市圏での学生生活後・勤務経験を経た後、

再び生まれ育った土地に戻って働くこと。

Ｉターンとは、都市部で生まれ育った人が、地方の

企業に転職し移住すること、または直線的に都会か

ら地方へ転居すること。

Ｊターンとは、都市圏以外の地方などで生まれ育っ

た人が、都市圏に移住したのち、地元に近い中規模

の都市に移住すること。

マイクロプラスチック

微細なプラスチックごみ（５mm以下）のこと。有害

物質を吸着するとともに、魚などの海洋生物から食

物連鎖を通じて人間の体内に取り込まれることで健

康への影響が懸念されている。

まちなかウォーカブル

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」の空間づくり

のこと。

無償借地公園制度

土地を取得せずに土地所有者の厚意により土地を無

償で借り受け都市公園をつくる制度。

マイクロツーリズム

自宅から１時間から２時間圏内で観光する近距離旅行。

ま行

用語解説
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